
 
 

1 
 

新倉修教授略歴・主要業績目録 

 
本研究科での職歴 

 

2004 年 4 月～     法学部から大学院法務研究科に移籍 

2017 年 3 月      定年退職 

 

本研究科での担当科目 
 

2004 年        刑法、刑事法総合演習、国際刑事法 

2005 年～2007 年   刑法、国際刑事法 

2008 年～2011 年   主に法学部の講義・演習を担当 

2012 年～2015 年   刑事法特講 D 

2014 年～2015 年   刑事法特講 C 

2015 年～2016 年   刑法１ 

 

青山学院大学での委員等 
 

2005 年～       公開講座委員 

2005 年        新学部設置準備委員 

2006 年～       青山学院大学教職員組合執行委員 

2006～2007 年     新学部設置検討委員、戦略構想委員 

2009 年～       機関ネット担当者 

2013 年～           図書館委員(館報担当) 

2014 年        総合研究所紀要編集委員、研究組織あり方検討委員 

2015 年～       情報メディアセンター利用者委員、LAN 管理者 

2015 年        公開講座委員会副委員長、学長候補者選考委員 

2016 年        学生部委員・保健管理センター運営委員 

 

本研究科での委員等 
 

2004 年～       企画委員 
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2008 年        法学部協議会・3 号館施設委員、人事・カリキュラム再編委員 

2015 年～       企画委員コンビナー、図書委員 

2016 年        修了生相談委員 

 

本研究科在職中の社会的活動 
 

＜日本弁護士連合会＞ 
国際問題委員会幹事（2000 年～） 

刑事法制委員会委員・国際刑事法制委員会委員・刑事拘禁制度改革本部委員（2006 年～） 

憲法問題委員会委員・共謀罪対策ワーキング・グループ（後に共謀罪対策本部）委員（2013

年～） 

自由権規約作業部会（2010 年～） 

第 54 回人権擁護大会第一分科会実行委員会・委員（2011～2012 年） 

死刑廃止検討委員会・副委員長（2012 年～） 

国内人権機関実現委員会・委員（2012 年～） 

憲法対策本部・委員（2014 年～） 

外国労働者受け入れ問題プロジェクト・チーム・委員（2014 年～） 

人種的憎悪を煽る言動などについての検討プロジェクト・チーム・委員（2014 年～） 

2015 年国連コングレス・プロジェクト・チーム・委員（2014～2015 年） 

第 59 回人権擁護大会第三分科会実行委員会・委員（2015～2016 年） 

2020 年国連コングレス・プロジェクト・チーム・委員（2016 年～） 

 

＜東京弁護士会＞ 
刑事拘禁制度改革本部・委員（2006 年～） 

東京三弁護士会刑事施設調査委員会・委員（2014 年～） 

死刑制度検討協議会委員（2014 年～） 

 

＜学会＞ 
日本法社会学会理事（2005 年～2007 年） 

日本犯罪社会学会理事（2005 年～2007 年） 

民主主義科学者協会法律部会理事（2004 年～） 

日本刑法学会理事（2009 年～2012 年） 

国際人権法学会理事（2012 年～2015 年） 
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司法福祉学会・学会誌編集委員会・学会誌査読委員（2013 年～2015 年） 

 

＜その他＞ 
日本学術会議連携委員（20 期・2005～2008 年、21 期・2008 年～2011 年、22 期・2011

年～2014 年、23 期・2014 年～） 

日本学術振興会平成 22 年度科学研究費補助金の第 1 段審査：専門委員（刑事法学 2009

年～2010 年） 

再審・えん罪事件全国連絡会・代表委員（2010 年～） 

戦争と貧困をなくする国際映像祭共同代表（2004 年～） 

社会防衛人道的刑事政策協会（Société internationale de Défense sociale pour la 

politique pénale humane）理事（2004～2012 年）、同・副会長（2012 年～） 

国際民主法律家協会(International Association of Democratic Lawyers, IADL)執行委員

（1995 年～）、同・事務局長（2009 年～2012 年）、第 16 回大会・第 6 分科会共同座長

（2005 年、フランス・パリ）、第 17 回大会・総会（2006 年 6 月 4～11 日、ベトナム・

ハノイ）、第 4 回アジア太平洋法律家会議・第 3 分科会共同座長（2005 年 9 月 2～3 日、

大韓民国・ソウル）、第 9 回非公式アジア欧州会合人権セミナー（2009 年 2 月 17～20

日、フランス・ストラスブール） 

冤罪・布川事件国家賠償請求訴訟を支える会・共同代表（2013 年～） 

陪審裁判を考える会・運営委員（2004 年～）、同・共同代表（2016 年～） 

ヒューマンライツ・ナウ理事（2010 年～） 

９条世界会議・関西日本実行委員会・共同代表（2014 年～2017 年） 

日本国際法律家協会事務局長（1992 年～2004 年）、同・会長（2004 年～2010 年）、同・

理事兼副会長（2010 年～） 

国際人権活動日本委員会・幹事（2004 年～） 

再審・えん罪全国連絡協議会・共同代表（2014 年～） 

福祉法人マザーハウス・顧問（2016 年～） 

 

本研究科在職中の著作・講演等 
 

（１）共編著・監訳 
堀部政男・石井光・酒井安行・新倉修・保倉和彦編『高窪先生古稀記念論文集――刑事司法

への市民参加』現代人文社、2004 年 

中村紘一・新倉修・今関源成監訳『フランス法律用語辞典・第 3 版』三省堂、2012 年 
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西原春夫・吉井蒼生夫・藤田正・新倉修『日本立法資料全集 36-Ⅰ・Ⅱ 旧刑法〔明治 13

年〕（4）-Ⅰ・Ⅱ』信山社、2016 年 

日本弁護士連合会『改革迫られる日本の人権保障システム：国際人権（自由権）規約委員

会第 5 回政府報告書審査をふまえて：個人通報／国内人権機関／死刑／代用監獄／女

性・少数者差別』2009 年 5 月 10 日 

国際法律家パネル編『９条は生かせる――世界の法律家は訴える』日本評論社、2009 年 

日本弁護士連合会死刑廃止検討委員会『テキサス死刑および終身刑調査団報告書』2013 

年 

日本弁護士連合会死刑廃止検討委員会『カリフォルニア死刑および終身刑調査団報告書』

2014 年 

日本弁護士連合会死刑廃止検討委員会『死刑・終身刑シカゴ調査団報告書』2015 年 

研究報告書（新倉修・研究代表）「国際刑事法の形成と日本の受容・発信についての基礎研

究」青山学院大学総合研究所社会科学部門／2013～2014、2015 年 

日弁連国内人権機関実現委員会『ニュージーランド視察報告書』2015 年 

日本弁護士連合会『自由権規約 第 6 回日本政府報告審査の記録――危機に立つ日本の人

権――』現代人文社、2016 年 

 

（２）論文・研究ノート・資料紹介 
「裁判員制度の可能性と展望」堀部政男ほか編『刑事司法への市民参加』現代人文社、2004

年、7 頁～48 頁 

「法律時評：裁判員法の成立について」『法律時報』76 巻 8 号、2004 年、1 頁～3 頁 

「フランスにおける終身刑」『犯罪と非行』140 号、2004 年、81 頁～95 頁 

「罰則」総合研究開発機構・川井健共編『生命倫理法案～生殖医療・親子関係・クローン

をめぐって～』2005 年、156 頁～170 頁 

「法律時評：未決拘禁法のゆくえ――代用監獄は廃止できる？」『法律時報』78 巻 5 号、2006

年、1 頁～3 頁 

「国民の司法参加――裁判員制度の評価と期待」『法の科学』36 特別号『「司法改革」の総

決算』、2006 年、144 頁～146 頁 

「紛争と法の現在」『平松教授追悼・青山法学論集』47 巻 1-2 合併号、2006 年、101 頁 

「国際刑事裁判所規程の批准と国内法整備の課題」『法律時報』79 巻 4 号、2007 年、25

頁～30 頁 

「日本の ICC 加入とアジアの人権状況」『軍縮問題資料』327 号、2008 年、20 頁～25 頁 

「９条世界会議――『人類を戦争から解放する』ために」『軍縮問題資料』329 号、2008 年、
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32 頁～35 頁 

「死刑廃止に直面するヨーロッパの経験」『日仏文化』74 号、2008 年、1 頁～10 頁 

岡野光雄編『演習ノート 刑法各論〔第４版〕』法学書院、2008 年、「使用窃盗」／「被害

者の盗品等の取戻し行為」／「窃盗罪と器物損壊罪の区別」／「封印委託物の占有」／

「殺害後の財物奪取」／「窃盗罪と親族間の特例」／「強取」／「債権者の殺害と二項

強盗」／「事後強盗罪」64 頁～69 頁、 72 頁～75 頁、78 頁～81 頁、84 頁～87 頁 

「国際法律家運動と日本国憲法」法律時報臨時増刊『改憲・改革と法――自由・平等・民主

主義が支える社会をめざして』2008 年、296 頁～300 頁 

「国際刑事裁判所における刑事手続法と被告人の権利」日本弁護士連合会編『国際刑事裁

判所の扉をひらく』現代人文社、2008 年、39 頁～63 頁 

「人権国家モデルは人権制約条件を乗り越える」『法と民主主義』2009 年 2=3 月号 

「日本におけるフランス法研究・回顧と展望」（2）「日本におけるフランス法研究――刑事

法」『ジュリスト』1396 号・2010 年 3 月 15 日号、2010 年、88 頁～90 頁 

「さまざまな刑事司法制度における人権――アジア・ヨーロッパ会合第 9 回非公式人権セ

ミナー（2009 年 2 月 18 日～20 日，フランス，ストラスブール）」『青山法務研究論集』

創刊号、2010 年、3 頁～33 頁 

「憲法９条を世界に生かす」日本科学者会議編『憲法と現実政治』、本の泉社、2010 年、

180 頁～190 頁 

「公訴時効論（１）～（６未完）――公訴時効の廃止・延期と即時適用」『青山法学論集』

51 巻 1 号、2010 年、33 頁～59 頁；2 号、1 頁～54 頁；3 号、；4 号、2011 年、35 頁～

130 頁；53 巻 2 号、2011 年、1 頁～42 頁； 

「鯨肉は誰のものか」『世界』811 号、2010 年、166 頁～172 頁 

「ベッカリーア再訪」『村井敏邦先生古稀祝賀記念論文集・人権の刑事法学』日本評論社、

2011 年、194 頁～214 頁 

「戦争の記憶と戦争犯罪の追及◇公衆の追憶と公的追及の狭間について」松尾精文ほか編

著（青山学院大学総合研究叢書）『戦争記憶の継承～語りなおす現場から』社会評論社、

2011 年、215 頁～245 頁 

「刑事事件における普遍的管轄原則の動向（1）（2 完）――2010 年国連事務総長報告

(A/65/181)について」『青山法学論集』52 巻 4 号、2011 年、205 頁～230 頁；53 巻 2 号、

2011 年、113 頁～147 頁 

「国際刑事裁判所時代の平和的生存権」前田郎・笹本潤編『平和の権利を世界に――国連宣

言実現の動向と運動』かもがわ書房、2011 年、91 頁～103 頁 

「刑事司法と人権（１）（２）未完：アジア欧州会合第 9 回非公式人権セミナーバックグ
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ランド・ペーパー（クマラスワミ＋ノヴァック著）『さまざまな刑事司法制度における人

権』をどう生かすか」『青山法務研究論集』3 号、2011 年、1 頁～17 頁；3 巻 1 号、2012

年、1 頁～27 頁 

「特集①アジアの人権を考える――アジア人権機構を目指して：地域人権機構の取り組みか

ら考える ヨーロッパとアフリカの人権機構」『自由と正義』62 巻 7 号（通巻 750 号）、

2011 年、15 頁～19 頁 

「（特集・国際社会におけるルール形成と国内法）マネー・ロンダリング規制と組織犯罪対

策」『法律時報』84 巻 11 号、2012 年、60 頁～64 頁 

「少年の刑事事件における量刑――アメリカ連邦最高裁判所 Miller 事件判決をめぐって」
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号、2013 年、35 頁～39 頁、40 頁 

「フランスにおける共謀罪」日本弁護士連合、2013 年 10 月 29 日、衆議院議員会館会議

室 

「フィリピンの反基地運動国際シンポジウムおよびフィリピン人権国際会」「IADL 第 18

回大会および総会に向けて」『Interjurist』178 号、2013 年、32 頁～34 頁、51 頁～52

頁 

（土本武司氏と共演）「死刑制度の国際的潮流」長崎県弁護士会、2013 年 12 月 15 日、原

爆資料館講堂 

「IADL18 回大会ブリュッセル宣言；大会決議：①「平和、とりわけ日本の平和憲法の破

壊に反対するため必要とされる国際連帯行動に関する決議」；②「福島原発惨事に関する

決議」；③「沖縄および済州島（Jeju）に関する決議」；分科会７報告「不処罰と国際司

法」；「フィリピンの新軍事協定：６月２日集会報告」『Interjurist 』181 号、2014 年、

31 頁～42 頁、43 頁～45 頁、25 頁～26 頁、53 頁 

「特集・研究条件の現状と課題：社会科学、とりわけ法学の場合」『青山学院大学総合研究

所 News SOKEN』14 巻、2014 年、6 頁～7 頁 

「滋賀刑務所参観記」『リブラ』14 巻 11 号、2014 年、26 頁 

「えん罪再審請求事件の運動のために」『再審・えん罪全国連絡会ニュース』68 号、2014

年、1 頁～3 頁 

「パレスチナ人民に連帯し、イスラエルによるガザ侵略に抗議する声明 (JALISA 

Statement for Solidarity with Palestine People and Condemning Invasion of Israel 

into Gaza)」「小田成光氏の思い出」「吉田好一さんを偲んで」『Interjurist』182 号、2014

年、41 頁～44 頁、55 頁～57 頁 

「第 80 回国際人権法に関する研究会 国際人権法から見た日本の刑務作業の現状と課題」

『日弁連委員会ニュース』20 号、2014 年、1 頁 

「第 5 回国連腐敗防止条約締約国会合（パナマ）に出席して」『日弁連委員会ニュース』

21 号、2014 年、1 頁 

「新しい年に」『再審・えん罪全国連絡会ニュース』、2015 年、1 頁～2 頁 

「アジア太平洋法律家会議(COLAP-VI)へのお誘い」「IADL イスタンブール執行部会議

2014 年 11 月 8-9 日」「田中則夫さんを偲んで」「クリシュナ・アイヤー裁判官を悼む」

『Interjurist』183 号、2015 年、3 頁～4 頁、7 頁～9 頁、34 頁～35 頁 

「立法紹介：刑事再審――確定有罪判決の再審・再審理手続きの改正に関する 2014 年 6 月

20 日の法律第 640 号」『日仏法学』28 号、2015 年、216 頁～218 頁 
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「東京弁護士会夏期合同研修会第 5 分科会・高齢受刑者の刑務所内処遇に関する現状と課

題：安田恵美・國學院大學法学部講師」『リブラ』15 巻 9 号、2015 年、35 頁 

『パネル・ディスカッション記録：終身刑を考える――死刑の代替としての可能性』東京弁

護士会主催＋日弁連・関東弁護士会連合会・第 1 東京弁護士会・第 2 東京弁護士会共催、

2016 年 2 月 12 日 

「未来志向でも、図書館は大学のいのち」『AGULI』100 号、2016 年、17 頁 

「刑事訴訟法の一部改正、可視化法案・盗聴法拡大・司法取引導入に反対する運動の報告

と解説」「江藤价泰先生を偲ぶ」『Interjurist』189 号、2016 年、68 頁～70 頁 

「冤罪は国際人権とどうかかわるか」「白鳥決定 40 周年」記念出版編集委員会編『再審に

新しい風を！ 冤罪救済への道』日本評論社、2016 年、69 頁～70 頁 

「一歩を拓く 協働の力を」『再審・えん罪事件全国連絡会ニュース』76 号、2016 年、1

頁～2 頁 

「国際刑事法の形成と日本法の受容・発信についての基礎研究」青山学院大学総合研究所

『総合研究所報 24 号』、2016 年、24 頁～28 頁 

「記念講演 清水雅彦氏（日本体育大学・憲法学）安保法制のその後；平和への権利と 9

条」「鍛治利秀弁護士を偲ぶ」『Interjurist』187 号、2016 年、10 頁～12 頁。46 頁～47

頁 

「奥西勝さんを偲ぶ会・ひと言集」2016 年 4 月 9 日／愛知／＋弔辞（再審えん罪全国連

絡会ニュース）（名張東京守る会ニュース） 

 

（６）書評 
「リック・ブラック『私は英雄じゃない：ジェシカ・リンチのイラク戦争』阪急コミュニ

ケーションズ」『しんぶん赤旗』2004 年 4 月 4 日付、8 面 

「マイケル・ムアーへ」しんぶん赤旗 2004 年 1 月 8 日付 

「ごけん・私流：原則を踏まえて」法と民主主義 395 号、2005 年、54～55 頁 

「本書を持って裁判所に行こう：裁判官 WHO’S WHO」『法と民主主義』396 号、2005

年、78 頁 

「小池振一郎・青木和子編著『なぜ、いま代用監獄か』岩波ブックレット」『自由と正義』

58 巻 4 号、2006 年、77 頁 

「東京新聞社会部編『あの戦争を忘れない』岩波書店」『法学セミナー』2006 年 6 月号・

618 号、127 頁 

「菅原由香『変革の刑法学と犯罪の研究――ホッブス、ケルゼン法哲学からの考察』白順社

刊」『図書新聞』2008 年 11 月 10 日付 
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「東京弁護士会夏期合同研修会第 5 分科会・高齢受刑者の刑務所内処遇に関する現状と課

題：安田恵美・國學院大學法学部講師」『リブラ』15 巻 9 号、2015 年、35 頁 

『パネル・ディスカッション記録：終身刑を考える――死刑の代替としての可能性』東京弁

護士会主催＋日弁連・関東弁護士会連合会・第 1 東京弁護士会・第 2 東京弁護士会共催、

2016 年 2 月 12 日 

「未来志向でも、図書館は大学のいのち」『AGULI』100 号、2016 年、17 頁 

「刑事訴訟法の一部改正、可視化法案・盗聴法拡大・司法取引導入に反対する運動の報告

と解説」「江藤价泰先生を偲ぶ」『Interjurist』189 号、2016 年、68 頁～70 頁 

「冤罪は国際人権とどうかかわるか」「白鳥決定 40 周年」記念出版編集委員会編『再審に

新しい風を！ 冤罪救済への道』日本評論社、2016 年、69 頁～70 頁 

「一歩を拓く 協働の力を」『再審・えん罪事件全国連絡会ニュース』76 号、2016 年、1

頁～2 頁 

「国際刑事法の形成と日本法の受容・発信についての基礎研究」青山学院大学総合研究所

『総合研究所報 24 号』、2016 年、24 頁～28 頁 

「記念講演 清水雅彦氏（日本体育大学・憲法学）安保法制のその後；平和への権利と 9

条」「鍛治利秀弁護士を偲ぶ」『Interjurist』187 号、2016 年、10 頁～12 頁。46 頁～47

頁 

「奥西勝さんを偲ぶ会・ひと言集」2016 年 4 月 9 日／愛知／＋弔辞（再審えん罪全国連

絡会ニュース）（名張東京守る会ニュース） 

 

（６）書評 
「リック・ブラック『私は英雄じゃない：ジェシカ・リンチのイラク戦争』阪急コミュニ

ケーションズ」『しんぶん赤旗』2004 年 4 月 4 日付、8 面 

「マイケル・ムアーへ」しんぶん赤旗 2004 年 1 月 8 日付 

「ごけん・私流：原則を踏まえて」法と民主主義 395 号、2005 年、54～55 頁 

「本書を持って裁判所に行こう：裁判官 WHO’S WHO」『法と民主主義』396 号、2005

年、78 頁 

「小池振一郎・青木和子編著『なぜ、いま代用監獄か』岩波ブックレット」『自由と正義』

58 巻 4 号、2006 年、77 頁 

「東京新聞社会部編『あの戦争を忘れない』岩波書店」『法学セミナー』2006 年 6 月号・

618 号、127 頁 

「菅原由香『変革の刑法学と犯罪の研究――ホッブス、ケルゼン法哲学からの考察』白順社

刊」『図書新聞』2008 年 11 月 10 日付 
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「平和を愛する諸国民と連帯して――笹本潤著『世界の「平和憲法」新たな挑戦』」『法と民

主主義』、2010 年、76 頁 

「本◇笹本潤著『世界の「平和憲法」新たな挑戦』」『日本の科学者』45 巻 9 号、2010 年、

58 頁 

 

（７）講演・研究会報告など 
（高井康行・新倉修）「練馬公民館市民大学・第２回◇検察官 vs 弁護人～法廷をめぐる攻

防」2004 年 9 月 8 日、練馬区立公民館 

「私が進路を決めた時－マイナーなところでこそ頑張る事が大事」都立大学附属高等学

校・第 3 回學フォーラム、2005 年 3 月 24 日 

「紛争と法の現在～人類の岐路をどう見透すか」『青山学院大学公開講座・紛争と法』2006

年 7 月 15 日 

「フランスの共謀罪について」日本弁護士連合会、2006 年 8 月 11 日 

「平和憲法の国際化とわれわれの課題」日本国際法律家協会 8 月理事会、2006 年 8 月 15

日、青山学院大学 

市民講座「刑事裁判」2007 年 11 月 24 日、羽村市生涯学習センターゆとるぎ 

平成 19 年度滝野川区民講座「裁判員制度とは？～体験しよう裁判員～第 3 回『裁判員は

どう選ばれるか』」2007 年 11 月 29 日および「同・第 5 回『意見交換・ふりかえり』」

2007 年 12 月 6 日、北区滝野川文化センター 

「国際人権規約批准三十周年記念フォーラム：ジャーナリストと NGO の取材・表現はど

こまで自由か」人権研究会＋グリーンピース、2009 年 6 月 19 日、青山学院大学 

「国連人権理事会に『平和への権利の法典化』について意見書提出」『Interjurist』 171

号、2011 年、4 頁～7 頁 

「枯れ葉剤訴訟と法律家の役割」日本国際法律家協会・司法修習生 64 期Ａ日程歓迎集会、

2011 年 8 月 26 日、和光市中央公民館 

「どんなに長い夜でも、明けない夜はない。」『再審・えん罪事件全国連絡会ニュース』53

号、2011 年、1 頁～4 頁 

「創立５０年記念号：次世代へのメッセージ●時空を越えた書簡集 三つの震撼すべきこ

とと法律家の国際連帯」『法と民主主義』461 号、2011 年、114 頁 

Coordinator, Roundtable “Public Opinion and Punishment,” (with Prof. Luis Alberto 

Arroyo Zapatero and Prof. Kanako Takayama) the 16th World Congress, 

International Society of Criminology, Kobe, Aug. 9, 2011; Kobe International 

Convention Center 408. 
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「枯れ葉剤訴訟と法律家の役割」日本国際法律家協会・司法修習生 64 期Ｂ日程歓迎集会、

2011 年 10 月 14 日、和光市中央公民館 

「子どもの権利と国選付添人」日本弁護士会・全面的国選付添人制度実現本部院内集会、

2011 年 10 月 18 日、衆議院第 2 議員会館 

「国際刑事裁判所条約批准と国内法整備の課題」慶應義塾大学大学院法務研究科、2011

年 12 月 20 日 

「コミュニケートする人間：第 1 回 伝えたい言葉と方法――コミュニケートする意志」『青

山学院大学オープン・カレッジ』2013 年 3 月 5 日 

「子どもとの関係性：第 2 回非行少年と報道」『青山学院大学オープン・カレッジ』2013

年 3 月 14 日 

「平和への権利の世界宣言をめざして」『さいたま平和のための戦争展』、2013 年 5 月 11

日 

「えん罪・再審と死刑制度」福島県弁護士会、2014 年 12 月 2 日、県民センター 

研究会・総合研究所「国際事法の形成と日本の受容・発信についての基礎研究」2014 年

12 月 13 日、青山学院大学 

「裁判員裁判と量刑判断：最高裁平成 26 年 7 月 24 日判決をめぐって」陪審裁判を考える

会、2014 年 12 月 14 日、青山学院大学 

「ようこそ国際法律家へ」日本国際法律家協会＋第 68 期司法修習生 7 月集会実行委員会、

2014 年 12 月 17 日、和光市社会文化センター 

４・６（シロ）の日/パネル・ディスカッション「トーク ここまで明らかになった！米兵

犯罪を生み出す地位協定と裁判権放棄密約」主催＝ジェーン、2014 年 4 月 6 日、代々

木八幡区民会館ホール 

「えん罪・再審と死刑制度」釧路弁護士会、2014 年 3 月 9 日、釧路弁護士会館 

「パレスチナのＩＣＣ加入」世界連邦運動協会主催・ヒューマンライツ・ナウ＆青山学院

大学ＩＣＣ研究会共催／法務研究科協賛、2015 年 4 月 4 日 

「えん罪・再審と死刑制度」冨山弁護士会、2015 年 4 月 10 日、富山県弁護士会館 

「高齢化社会と孤立死・孤独死：坂口香津美監督『抱擁』に寄せて」『青山学院大学人権研

究会・スーパーザウルス（落合篤子）』、2015 年 4 月 21 日、青山学院大学 

「えん罪・再審と死刑制度」鳥取弁護士会、2015 年 5 月 16 日、米子国際ファミリープラ

ザ会議室 

「＜戦争法案＞廃案に向けて 学生・市民のつどい」九条の会主催・民科法律部会協賛、

2015 年 8 月 12 日、東京仕事センター地下講堂 

「映画『シロナガスクジラに捧げるバレー』試写会＋東日本大震災シンポジウム」『青山学
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「枯れ葉剤訴訟と法律家の役割」日本国際法律家協会・司法修習生 64 期Ｂ日程歓迎集会、

2011 年 10 月 14 日、和光市中央公民館 

「子どもの権利と国選付添人」日本弁護士会・全面的国選付添人制度実現本部院内集会、

2011 年 10 月 18 日、衆議院第 2 議員会館 

「国際刑事裁判所条約批准と国内法整備の課題」慶應義塾大学大学院法務研究科、2011

年 12 月 20 日 

「コミュニケートする人間：第 1 回 伝えたい言葉と方法――コミュニケートする意志」『青

山学院大学オープン・カレッジ』2013 年 3 月 5 日 

「子どもとの関係性：第 2 回非行少年と報道」『青山学院大学オープン・カレッジ』2013

年 3 月 14 日 

「平和への権利の世界宣言をめざして」『さいたま平和のための戦争展』、2013 年 5 月 11

日 

「えん罪・再審と死刑制度」福島県弁護士会、2014 年 12 月 2 日、県民センター 

研究会・総合研究所「国際事法の形成と日本の受容・発信についての基礎研究」2014 年

12 月 13 日、青山学院大学 

「裁判員裁判と量刑判断：最高裁平成 26 年 7 月 24 日判決をめぐって」陪審裁判を考える

会、2014 年 12 月 14 日、青山学院大学 

「ようこそ国際法律家へ」日本国際法律家協会＋第 68 期司法修習生 7 月集会実行委員会、

2014 年 12 月 17 日、和光市社会文化センター 

４・６（シロ）の日/パネル・ディスカッション「トーク ここまで明らかになった！米兵

犯罪を生み出す地位協定と裁判権放棄密約」主催＝ジェーン、2014 年 4 月 6 日、代々

木八幡区民会館ホール 

「えん罪・再審と死刑制度」釧路弁護士会、2014 年 3 月 9 日、釧路弁護士会館 

「パレスチナのＩＣＣ加入」世界連邦運動協会主催・ヒューマンライツ・ナウ＆青山学院

大学ＩＣＣ研究会共催／法務研究科協賛、2015 年 4 月 4 日 

「えん罪・再審と死刑制度」冨山弁護士会、2015 年 4 月 10 日、富山県弁護士会館 

「高齢化社会と孤立死・孤独死：坂口香津美監督『抱擁』に寄せて」『青山学院大学人権研

究会・スーパーザウルス（落合篤子）』、2015 年 4 月 21 日、青山学院大学 

「えん罪・再審と死刑制度」鳥取弁護士会、2015 年 5 月 16 日、米子国際ファミリープラ

ザ会議室 

「＜戦争法案＞廃案に向けて 学生・市民のつどい」九条の会主催・民科法律部会協賛、

2015 年 8 月 12 日、東京仕事センター地下講堂 

「映画『シロナガスクジラに捧げるバレー』試写会＋東日本大震災シンポジウム」『青山学
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院大学人権研究会・スーパーサウルス』、2015 年 9 月 15 日、青山学院大学 

「青山学院大学公開講座 2015 年度◇子どもと大人の適切な関係って？ 第 5 回 子ども

を守る人権条約（子どもの権利条約の話）」2015 年 12 月 5 日、青山学院大学 

パネラー「シンポジウム 安保法制と秘密保護法：刑事弁護から見た問題点を検証する」

（主催：第一東京弁護士会；共催：日本弁護士連合会・関東弁護士会連合会・東京弁護

士会・第二東京弁護士会）、2015 年 11 月 13 日、第一東京弁護士会 12 階講堂 

 

（８）ラジオテレビ出演・新聞コメントその他 
「あなたが裁判員に選ばれたら第４回・第５回」ＮＨＫラジオ・いきいきホットライン 2004

年 5 月 27、28 日 

「フセイン大統領の７つの罪」J-Wave、2004 年 7 月 5 日 

「佐世保小学生殺害事件」『毎日新聞西部本社版』2004 年 6 月 2 日夕刊４版・６面 

「犯罪人引渡とジェンキンス」『毎日新聞』2004 年 6 月 7 日付夕刊、2 面 

「佐世保事件・家裁第１回審判」『長崎新聞』2004 年 6 月 14 日付 

「主権移譲とフセインの身柄」『産経新聞』2004 年 6 月 15 日付 

「米海兵隊・日本で白燐弾使用：白燐弾の違法性は」『平和新聞』1786 号、2005 年 12 月

5 日付７面 

「裁判員に法服へのコメント」『共同通信』2006 年 5 月 26 日付 

「共謀罪法案へのコメント」『東京新聞』2006 年 5 月 17 日付朝刊 

「高野町写真館殺人事件」『毎日新聞』2006 年 8 月 9 日付夕刊 

「拓殖銀行背任事件控訴審判決」『朝日新聞北海道支局』2006 年 8 月 29 日付 

「高専生殺害 自殺の容疑少年」『朝日新聞』2006 年 9 月 9 日付 

「自殺した容疑少年報道 メディア各社判断割れる」『日本新聞協会』3729 号、2006 年 9

月 

「国際刑事裁判所はなぜ必要か？」東京ＦＭ・ＳＫＹ、2007 年 11 月 7 日 

「トレス・ヤギ被告に死刑求刑」『ＮＨＫ広島放送局』2007 年 11 月 8 日 

「被害者の少年審判参加について」（被害者と司法を考える会）、東京地高裁司法記者クラ

ブ、2007 年 11 月 8 日 

「カルロのリスト／ＩＣＣ加入」ＮＨＫ－ＢＳ１「世界の窓」、2007 年 11 月 24 日 

「証人テストが冤罪を呼ぶ？ 裁判員制、迅速化で死角拡大『検事と練習 50 回、丸暗記

証言』 キャッツ粉飾事件被告会計士ら糾弾」『東京新聞』2007 年 12 月 19 日付 24～

25 面 

座談会（新倉修＊木村元彦＊寺中誠＊綿井健陽）「戦犯を裁く『国際刑事裁判所』その意義
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と、日本加盟で見えた問題点」『サイゾー』2007 年 12 月号、109～111 頁 

「国際刑事裁判所設立から 5 年 法の支配する国際社会へ」日本機関紙協会埼玉県本部

『SAITAMA ねっとわーく』2007 年 12 月 27 日号 2 頁～3 頁 

「佐賀地裁」『読売新聞西部本社』2009 年 6 月 18 日付 

「触法少年の調査」『毎日新聞』2009 年 6 月 25 日付 

「普天間基地移転声明」ラジオ・フランセーズ、2009 年 11 月 13 日 

「オサマ・ビン・ラビン殺害」J-Wave、2011 年 5 月 3 日付／cutting the edge 

「原発汚染水の放出と国際法」J-Wave、2011年 5月 10日付／cutting the edge; 15 Minutes 

「舞鶴少女誘拐殺人事件京都地裁判決」『毎日新聞大阪本社版』2011 年 5 月 19 日付 24 面 

「福井女子中学生殺人事件」『毎日新聞大阪本社版』2011 年 9 月 9 日付夕刊 

「西海２女性殺害 死刑判決：識者コメント・支援体制が急務」『長崎新聞』2013 年 6 月

19 日付 6 面 

（吉田敏浩）「特集ワイド・秘密保護法案と刑事法」『毎日新聞』2013 年 11 月 21 日付夕

刊 2 面 

「ロシアのクリミア併合」J-Wave, <Jam the World: the cutting the edgfe>、2014 年 4

月 1 日 

「ジュリアン・アサンジ氏のエクアドル大使館からの退去と政治亡命」J-Wave, <Jam the 

World: the cutting the edge（津田大介）2014 年 8 月 19 日 

「いびつな願望・名大生・殺人事件 下」『毎日新聞』（中部本社版）2015 年 2 月 12 日付、

27 面 

「こちら特報部：秘密法の怖い規定『共謀と自首』内通者が自首 刑減免 でっちあげ 冤

罪生む？」『東京新聞』2015 年 2 月 12 日付 26 面～27 面 

「川崎中１殺害事件：上村遼太さん」『毎日新聞社』2015 年 2 月 27 日付 

「川崎中１殺害事件：上村遼太さん：ネットに犯人情報氾濫」『産経新聞』2015 年 2 月 28

日付、31 面 

「川崎中１殺害事件：事件は防げたのか」『ＴＢＳあさチャン』2015 年 3 月 2 日付 
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